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医療費適正化の推進

１ 県民医療費が増加
▼ 11年間で1.2倍 3,822億円(H17) → 4,556億円(H28)  734億円増

２ 県民一人当たり医療費が高い
▼ 全国6番目の高さ （最も低い埼玉県の1.35倍）

３ 75歳以上の一人当たり医療費が高い
▼ 県平均の2.64倍 （396千円 → 1,045千円）

４ 市町村（国保）ごとの一人当たり医療費に格差有り
▼ 最高額の豊後大野市は最低額の姫島村の1.21倍

５ 医療費の3割は糖尿病性腎症などの生活習慣病が占める
▼ 重症化による人工透析では年間500万円の医療費が必要

医療費を取り巻く現状

１ 保険者間の連携
▼ 国保、協会けんぽ、共済、後期高齢者医療等の保険者間の連携を

強化し、効果的な医療費適正化の取組を推進する必要がある。

医療費適正化に向けた課題

２ 健診等のデータ分析に基づく効果的な保健事業（データヘルス）の実施
▼ 特定健診・医療レセプト・介護レセプト等の各データを連結した

横断的な分析ができていない。
▼ 全保険者のデータを連結した地域ごとの健康課題が明確でない。
▼ 健康課題に応じた効果的な事業実施には十分につながっていない。

３ 医薬品の適正使用と後発医薬品の使用への取組
▼ 重複・多剤服薬の弊害や、後発医薬品の効能への理解にかかる

県民への周知が十分ではない。

「団塊の世代」が全て75歳以上となる2025年に向けて
県民医療費は引き続き上昇することが予想されている。

保健・医療・介護データを個人単位で連結した分析と,分析結果に基づく効果的な保健事業(データヘルス)の実施
● 国→平成３２年度から連結予定
● 大分県→平成３０年度から先行的に実施 （県レベルで初）

（１）保健・医療・介護データを活用した医療費分析

① 国保・協会けんぽ加入者の健診・医療・介護レセプトデータの連結

② 県・市町村・中学校区単位での分析

③ モデル自治体での保健・医療・介護の連携による分析と実践

分析結果に基づく関係課連携・ライフステージ
横断的な実践能力向上

研修を踏まえた医療費分析と実践

（１）保健・医療データを活用した医療費分析

① 国保加入者の特定健診・医療レセプト・要介護認定状況を活用した
医療費分析

② モデル自治体での分析と実践
（Ｈ３０モデル；津久見市・竹田市・宇佐市・由布市）

・ 市町村ごとに取組むべき優先課題の明確化・取組の支援

（２）人材育成

① 第２期データヘルス計画PDCA研修
② 保健・医療・介護連携研修

平成30年度の主な取組

・ 健診未受診者  医療費が高い。 要介護認定の割合が高い。
・ 健診受診率  女性 ＞ 男性

分析内容

・ 就業中 （社保・国保）から発症  重症化, 要介護認定に至る
・ 社保とのデータ連結による医療費分析が必要

分析内容

（全国の先行事例）
・宮城県・富谷市と大学・企業が連携した医療費分析（H27）

 国保・協会けんぽの健診・医療等とのデータの連結
 地域特性として脳血管疾患が浮き彫りとなり、その発症予測を実施
 ショッピングセンター等でのまちかど健診・普及啓発を開始
 事業継続中だが、住民意識の変化が顕著

・ 生活習慣病の発症予測に基づいた発症及び重症化予防
・ 地域の特徴を踏まえた住民への健診受診勧奨・保健指導・

普及啓発等の実施
・ 生活習慣や疾病ごとの介護予防・介護支援の充実

平成31年度の新たな取組
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ライフステージを通じたデータヘルスの推進
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保健･医療･介護データ連結による分析
生活習慣病の気になる課題について、保健・医療・介護のデータを連結して分析しました！

【気になる課題】 医療費が高額な住民の特徴
◆医療レセプト

・ 「社保」のときから複数の医療機関を受診

・ 疾病ごとに治療・投薬

→ 総合的な管理や本人の生活習慣改善に至らず疾患数が増加

・ 一人当たり年間医療費

→ 人工透析500万、脳梗塞700万、心疾患2,000万もあり

◆新規国保加入者の状況

・ 退職後の受診・服薬中断による悪化

【気になる課題】 40～50代は健康づくりの意識が低い
◆健診 ・ 健診受診率が低い

・ 健診未受診者の声 「症状が出たら病院に行く!」

→ 気づいた時には症状悪化

→ 受診・手術・入院

・ 仕事の量に関係なく、食べる・飲む

◆後期高齢者医療レセプト

・ 「後期高齢者医療」加入時に既に重症化

◆既存事業の棚卸し（事業仕分け）結果

・ 40～50代が関心を持つ事業が少ない

平成28年度特定健診受診率
（モデル市）

平成３０年度 モデル市での取組

【今後の取組】
◎ 重症化した高齢者の状態を参考に働き盛り世代の

生活習慣を改善
◎ 関係課共同による40～50代に特化した事業を実施

分
析
結
果

分
析
結
果

【今後の取組】
◎ 重症化に至った過程を働き盛り世代に提示し、行動変容を促す

◎ 先を見据えた生活習慣改善の徹底
◎ 分析結果をもとに医師会・薬剤師会と一体的な取組を推進

【モデル市の取組の成果】

ライフステージを通じた支援のための

① 課題、取組の優先順位

② 住民等への啓発や支援内容

が明確になった。

【気になる課題】地域ケア会議での困難事例に糖尿病が多い
◆介護データ（ケアプラン）

・ 独居＋糖尿病に気をつけた食事ができていない

◆過去の健診結果（国保＋後期高齢者医療）

・ 糖尿病患者の支援困難事例 → 過去、健診未受診

◆医療レセプト（国保＋後期高齢者医療）

・ 過去３年間の地域ケア会議対象者の分析

生活習慣病有病率72.2％

糖尿病有病率20.0％ 糖尿病患者は全員高血圧を併発

・ 糖尿病の「男性は40代」「女性は50代」で脳血管疾患を発症

◆後期高齢者医療レセプト

・ 「後期高齢者医療」加入時に既に重症化

【今後の取組】
◎ 40～50代の特定健診受診勧奨の徹底
◎ 複数疾患の発症を予測した生活習慣改善の指導
◎ 個別支援の充実と後期高齢者医療への円滑なバトンタッチ
◎ 疾病予防と介護予防の一体的な取組を推進

分
析
結
果

勤務場所近くの診療所から
離れ、受診中断
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データヘルス推進による医療費適正化

○ 市町村が個別に管理している国保の特定健診・医療レセプト・要介護
認定のデータを連結して、AI等で分析 （H30～）

■ 特定健診の受診状況と、生活習慣病や医療費との関係
■ 国保で高額な医療費となっている過去の治療状況

○ 上記データに加え、介護レセプトデータ、後期高齢者、協会けんぽの

データも連結 （H31～）

○ 医療レセプトによる重複・多剤服薬状況の分析 （H31～）

○ 県民医療費が増加

▼ 11年間で1.2倍、734億円増 （H17；3,822億円 → H28；4,556億円）

○ 特に75歳以上の一人当たり医療費が高い
▼ 県平均の2.61倍 （県平均；393千円 、75歳以上平均；1,027千円）

○ 医療費の3割は糖尿病性腎症などの生活習慣病が占める

▼ 重症化による人工透析では年間約500万円の医療費が必要
（国保の場合：国 92万円、県 95万円、保険料 69万円、被用者保険支援金等126万円）

保健・医療・介護データを連結・分析しさらに効果的なデータヘルスを実施

● 国→平成３２年度から保健・医療・介護のデータを一括したデータベースを構築予定

● 大分県→平成３０年度からデータを連結した分析を先行的に実施 （県レベルで初）

すべての保険者が平成27年度から「データヘルス計画」に基づいた取組を
実施中だが、

１ 働き盛りから後期高齢者に至るまでの生涯にわたる分析ができていない
２ 国民健康保険、協会けんぽ、後期高齢者医療など各保険者のデータを

連結した県全体・地域ごとの健康課題が明確でない
３ 重複・多剤服薬の弊害（飲み合わせ、飲み残し）や、後発（ジェネリック）

医薬品の効能について県民への周知が十分ではない

※データヘルスとは、保険者が健診・レセプトデータ等の分析により健康課題
を可視化し、保健事業を効果的・効率的に実施すること

保健・医療・介護のデータを連結した分析

健康寿命の延伸
経済的負担の軽減
（本人・保険者双方のメリット）

現状 課題

○ 分析結果に基づく効果的な支援

大変です！！

今の生活習慣を続けていると、○年後には
脳梗塞を起こしますよ！

先を見据えた生活習慣改善の徹底

「団塊の世代」が全て75歳以上となる2025年に向けて
県民医療費は引き続き上昇することが予想されている。

データヘルス推進によるさらなる取組が必要

介護データ

医療データ

健診データ

連結

・ 特定健診未受診者は、発症・重症後に医療機関を受診しており、
受診者に比べて医療費が高い。

・ 就業中 （社保）から疾病を発症し、退職後国保に加入した時点では
すでに重症化している。

分析結果
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データヘルス推進事業（大分県保険者協議会・県実施（国保）分）について【※参考】

１ 保健・医療・介護データ連結による分析（拡充）

・専門家を交えたデータヘルス検討会の開催と実践
（平成30年度モデル市 ： 津久見市 ・ 竹田市 ・ 由布市 ・ 宇佐市）

２ ＰＤＣＡサイクルに基づくデータヘルスの推進〈新規〉

・保健・医療・介護データの分析結果に基づく生活習慣病発症・重症化予防の
普及啓発

・データヘルス拠点としての保健所の分析体制整備による市町村支援の強化

３ 減薬支援による医療費適正化〈新規〉

・レセプトデータ分析に基づく、重複多剤・禁忌薬剤服薬の是正による医薬品
の適正使用に向けた個別指導（モデル市町村での実施）

４ データヘルス推進・医療費適正化に向けた基盤体制の整備（継続）

・医療,保健,福祉,学識経験者からなる協議会より助言を得てデータヘルスを推進

１ 特定健診受診勧奨強化（拡充）

・特定健診・がん検診受診率等向上研修

１ 糖尿病性腎症等重症化予防事業の推進（継続）

・糖尿病性腎症重症化予防研修

１ 保健・医療・介護データ連結による医療費分析（継続）
・国保・協会けんぽなどデータ活用した医療費分析

・保健・医療・介護連携研修

２ ＰＤＣＡサイクルに基づくデータヘルスの推進（継続）

・集合研修
・モデル保険者による実践

（平成30年度モデル保険者：別府市、国東市、後期高齢者医療）

３ 後発医薬品使用促進に向けたデータ分析〈新規〉

・医療機関・薬局に対して後発医薬品使用に係るデータ
分析に基づく普及啓発

１ 特定健診受診率向上のための体制整備〈新規〉

・ハイリスク者を早期に抽出し支援につなげるため

治療中の検査データを特定健診とみなすための体制づくり

２）生活習慣病予防・早期発見・治療に向けた特定健診・ がん検診等受診率の向上

１ 糖尿病性腎症等重症化予防体制整備（拡充）

・通院患者の医療レセプトを活用して保健指導を行う体制づくり

・ハイリスク者に対する特定健診時の尿中微量アルブミン検査実施に向けた検討

３）糖尿病性腎症の重症化予防による透析回避

１）分析による課題の明確化、施策の立案

データヘルスの実施

大
分
県
保
険
者
協
議
会
で
の
取
組

【

全
保
険
者

・
被
保
険
者

対
象

】

病院で、Ａさんに
行った血液検査と
血圧測定の結果
は特定健診として
見なせますよ。

県
・
市
町
村
で
の
取
組

【

国
保

保
険
者

・
被
保
険
者

対
象

】
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データヘルス推進事業（大分県保険者協議会主催）全保険者対象

１ 特定健診受診勧奨強化（拡充）

・特定健診等受診勧奨強化研修 → 案）実施率の高い自治体・保険者を招いた研修実施

２ 特定保健指導従事者研修（継続）

１ 糖尿病性腎症等重症化予防事業の推進（継続）

・糖尿病性腎症重症化予防研修（年3回予定） → 講演・グループワーク
・糖尿病性腎症重症化予防に向けた個別支援体制整備

１ 保健・医療・介護データ連結による医療費分析（継続）
・国保・協会けんぽ・後期高齢者医療等のデータを連結した医療費分析 仙台白百合女子大学 人間学部 健康栄養学科 鈴木寿則 氏
・保健・医療・介護連携研修 東京大学医学部附属病院 副院長 老年病科科長 秋下雅弘先生（ポリファーマシー対策の専門）
・医療費・健診データ分析事業

２ ＰＤＣＡサイクルに基づくデータヘルスの推進（継続）
・集合研修 データヘルス推進研修会（ワークショップ）
・モデル保険者による実践 新規3保険者を選定予定
（平成30年度モデル保険者：別府市、国東市、後期高齢者医療）

３ 後発医薬品使用促進･減薬支援等、医薬品の適正使用に向けたデータ分析〈新規〉
・医療機関・薬局に対して後発医薬品使用に係るデータ分析に基づく普及啓発 → 案）県内各圏域の医療機関
・重複多剤にかかる減薬支援 → 案）協会けんぽ・後期高齢 地域案）別府市・中津市

４ 被保険者への周知啓発
・データ分析結果に基づくポスター、リーフレット、広告等を活用した各種普及啓発（委託）

５ 先進地視察

２） 生活習慣病予防・早期発見・治療に向けた特定健診・がん検診等受診率の向上

３） 糖尿病性腎症の重症化予防による透析回避

１） 分析による課題の明確化、施策の立案

医療費適正化の推進 ● 県民医療費が増加（ H17：3,822億円 → H28：4,556億円 11年間で734億円増(1.2倍)、一人当たり医療費は全国6番目の高さ）
● 入院・外来医療費の3割は糖尿病性腎症などの生活習慣病が占めている
● 一人ひとりのライフステージを通じた生活習慣病の発症及び重症化予防が必要

保健・医療・介護データの個人単位での連結・分析による効果的な保健事業 （データヘルス） の実施が必要データヘルスの実施

現
状
と
課
題

１．データの分析結果（根拠）に基づく、住民（被保険者）や
関係機関への説明・説得を開始！
→ 対象者に理解・納得してもらう働きかけの工夫

２．ライフステージを通じた発症予防・重症化防止のため、
各保険者が一体となった取組を一層推進！

１）取組の視点
① 個別支援の充実
② 社会環境等の整備

２）取組の内容
① ポピュレーションアプローチ
② ハイリスクアプローチ

３．全保険者・どの世代を担当する職員も、
必ず次の「３つ」を住民（被保険者）に勧奨！！
① 特定健診・がん検診の受診
② 早期の医療機関受診
③ 1冊のお薬手帳を必ず持参

Ⅱ-1 令和元年度大分県保険者協議会事業計画（案）について
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【全国】
●新規透析導入患者の平均年齢 69.68歳 ●透析導入の原疾患 糖尿病性腎症42.5％
●透析の種別 血液透析濾過＞腹膜透析 ●在宅での血液透析患者数は増加
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新規透析導入患者の状況 （※日本透析医学会ホームページ）

患者数3,900人
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対象者

生活習慣を起因とした腎症重症化予防に向けた支援体制
（主な取組内容と流れ）

出典：大分県 国保医療課,一部改変,平成31年2月

国保医療課 健康づくり支援課

保健所

市町村

薬剤師・栄養士

糖尿病療養指導士
等に依頼

医療機関

糖尿病・腎・内分泌等
の専門医

医療連携

かかりつけ医
（おおいた糖尿病相談医等）

●大分県糖尿病性腎症重症化予防
プログラム等の策定、推進体制の整備

●圏域の医療連携体制づくり
●地域の医療機関・市町村

の取組を積極的に支援

●おおいた糖尿病相談医の養成 （H28～）
（227名）

治療

生活指導
保健指導

連携

受診勧奨
保健指導

●大分県糖尿病性腎症重症化予防
プログラム等による個別支援

(H28～)

●糖尿病性腎症等重症化予防検討会
の開催による連携体制整備 (H27～)

大分県医師会
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糖尿病専門医・おおいた糖尿病相談医の勤務地

相談医１１名

相談医９名

相談医６名

相談医４名

相談医５名

相談医４名

相談医８名

相談医３５名

相談医８６名

相談医１３名

相談医５名

相談医７名

相談医１名

相談医１７名

相談医１名

相談医８名

相談医７名

専門医４名

専門医２名

専門医２名

専門医５名

専門医１名
専門医２名

専門医１名

専門医１３名

専門医２４名

専門医２名

（平成３１年２月5日現在）

出典：一般社団法人 日本糖尿病学会ホームページ
出典：大分県 健康づくり支援課
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引用：ＮＤＢデータ（平成２９年度）

（１）大分県の重複・多剤の状況
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【重複】３医療機関以上から投薬を受けている該当者割合（平成２９年度）
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【多剤】処方薬剤種類が６剤以上の該当者割合（平成２９年度）

引用：ＮＤＢデータ（平成２９年度）

患者数 費用額

市町村国保 10,200 1,606,605,644 

後期高齢者 15,033 2,292,483,012 

その他 18,782 1,996,936,189 

合計 44,015 5,896,024,845 

４
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（２）他県における先進事例について

重複服薬者等対策事業【佐賀県】 ６
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出典：厚生労働省「医薬品の効率的かつ有効・安全な使用について」
７
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（３）大分県の取組について

【平成３０年度】
・別府市
・中津市

【令和元年度】
・臼杵市
・津久見市

８
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